
2021年4月1日

岐阜労働局 大垣労働基準監督署

時間外労働の上限規制、労働基準法第33条等



1. 建設業、自主点検結果

2. 時間外労働の上限規制

3. 労働基準法第33条の届出等

4. 36協定の届出手続等

5. 上限規制の具体的な適用



1. 建設業、自主点検結果

2. 時間外労働の上限規制

3. 労働基準法第33条の届出等

4. 36協定の届出手続等

5. 上限規制の具体的な適用



はじめに

4
出典︓令和４年６月健康経営の推進について（経済産業省）

労働力人口の減少→人手不足・採用難の時代
人手不足は
各企業にとって深刻な課題
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5出典︓毎月勤労統計調査（年平均）岐阜県ホームページ

10年間で、出勤日数（月）が 21.8日→19.6日に削減（-2.2日）

【岐阜県 建設業】所定労働時間（月）及び出勤日数（月）
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【岐阜県】出勤日数（月）【岐阜県】労働時間（月）

167.1 
161.7 

151.2 

140.8 
144.0 

151.5 146.9 
134.3 134.7 133.6 

120.0

130.0

140.0

150.0

160.0

170.0

建設業 製造業 運輸・郵便 医療・福祉 全産業

総実労働時間 所定労働時間

19.6 

18.9 

17.8 

18.5 
18.1 

17.0

18.0

19.0

20.0

建設業 製造業 運輸・郵便医療・福祉 全産業

出典︓毎月勤労統計調査（年平均）岐阜県ホームページ

他業種と比較して、建設業の労働時間は長い傾向にある

・全業種の中で、総実労働時間（月）が最も多い
・全業種の中で、出勤日数（月）が最も多い

出勤日数を削減するには
完全週休２日制が効果的

令和５年（年平均）

※ 令和５年（年平均） 労働者30人以上の事業場

令和５年（年平均）



県名 有効求人倍率
（令和６年3月）

１位 福井県 1.80 倍

２位 東京都 1.76 倍

３位 岐阜県 1.60 倍

47位 神奈川県 0.93 倍

全国計 1.28 倍

はじめに
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※都道府県・地域別有効求人倍率（受理地別・季節調整値）（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

出典︓一般職業紹介状況(令和6年3月分及び令和5年度分)について（厚生労働省）

・
・
・

近隣他県より厳しい実態

ハローワーク 有効求人倍率（R6年3月）

岐阜県は

全国３位の人手不足

【有効求人倍率とは︖】
求職者に対する求人数の
割合のこと
（率が高いほど人手不足）

20位愛知県（1.31倍）
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8出典︓「働く10,000人 成長実態調査 2022」パーソル総合研究所
・
・
・

週休２日は大前提

若手社員（20代前半）の仕事選びの重視点



１．建設業 自主点検結果

【令和６年度 建設業自主点検】
対象企業︓岐阜県内の建設業社1,530社（回答︓1,270社） 実施主体︓岐阜労働局

労働時間の把握方法休日の形態

53.4%

14.3%

28.0%

4.3%

会社カレンダーによる 隔週週休２日
完全週休２日 その他

完全週休２日制は28.0％と少ない

26.1%

61.2%

4.6%
8.1%

使用者の現認 電子機器
自己申告 その他

勤怠システム・
タイムカード等
（電子機器）

勤怠システム等（電子機器）が最多

完全週休２日
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68.2%21.0%

3.5%
7.1%

45時間以内 45時間超～80時間以内

80時間超～100時間未満 100時間以上

１．建設業 自主点検結果

【令和６年度 建設業自主点検】
対象企業︓岐阜県内の建設業社1,530社（回答︓1,270社） 実施主体︓岐阜労働局

時間外・休日労働が最も長い労働者の方について（直近１年）

【時間外・休日】月45時間超が約3割強 【職種】現場管理・施行管理が計８割超

44.7%

39.3%

4.2%
5.7% 1.7% 4.4%

現場作業 施工管理 設計
営業 事務 その他

施工管理

現場管理

月45時間超
3割強

10

月45時間以内



9.5%

61.0%

29.4%

知っており、申請（届）を行ったことがある

知っているが、申請（届）は行ったことが無い

知らない

86.4%

8.4% 5.3%

知っており、上限規制に対応している

知っているが、現時点では上限規制に対応していない

知らない

１．建設業 自主点検結果

【令和６年度 建設業自主点検】
対象企業︓岐阜県内の建設業社1,530社（回答︓1,270社） 実施主体︓岐阜労働局

非常災害等の理由による
労働時間延長・休日労働許可申請（届）

建設業の時間外労働の上限規制

対応済み企業は8割超

認知度は4分の3

知っており上限規制に
対応している

知らない

2024年4月スタート
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25.1%

74.9%

制度あり 制度なし

１．建設業 自主点検結果

【令和６年度 建設業自主点検】
対象企業︓岐阜県内の建設業社1,530社（回答︓1,270社） 実施主体︓岐阜労働局

賃金の引上げ状況
制度がある企業は限定的 引上げ済み・予定を含め 4分の3

面接指導制度あり

長時間労働者に対する
医師（産業医等）の面接指導制度

66.9%9.2%

9.6%

14.3%

昨年度又は今年度既に引上げを行った
今年度中の引上げを予定･検討している
次年度以降の引上げを予定･検討している
引き上げ予定はない

賃上げを行った
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労働時間の考え方

9

・ 労働基準法における労働時間とは、使用者の指揮命令下にある時間のことをいう。使用者の明示又は黙示の指示に
より労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たる。
・ 労働者を必ずしも現実に活動させていなくとも、使用者の指揮命令下にある時間であれば労働時間に当たる。
・ 労働時間か否かは個別判断であるが、労働時間の考え方そのものは、業種によって異なるものではない。

労働時間の考え方

問題になりやすいケース

いわゆる「手待時間」

•使用者の指示があった場合に
は即時に業務に従事すること
を求められており、労働から
離れることが保障されていな
い状態で待機等している時間
（いわゆる「手待時間」）
は、労働時間に当たる。

移動時間

•直行直帰や、移動時間につい
ては、移動中に業務の指示を
受けず、業務に従事すること
もなく、移動手段の指示も受
けず、自由な利用が保障され
ているような場合には、労働
時間に当たらない。

着替え、作業準備等の
時間

•使用者の指示により、就業を
命じられた業務に必要な準備
行為（着用を義務付けられた
所定の服装への着替え等）や
業務終了後の業務に関連した
後始末（清掃等）を事業場内
において行う時間は、労働時
間に当たる。

安全教育などの時間

•参加することが業務上義務付
けられている研修や教育訓練
を受講する時間は、労働時間
に当たる。

わかりやすい解説 p.10
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時間外労働の上限規制のイメージ

法定労働時間（原則）
１日８時間
１週４０時間

法律による上限（例外）
月45時間
年360時間

法律による上限（例外の例外）
・年720時間以内
・複数月平均80時間以内 ※

・月100時間未満 ※ ※ 休日労働含む

１年間＝12か月

年間６か月まで
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労働基準法第1 3 9条と労働基準法第3 3条との違い
（災害復旧・復興工事）（非常災害等の理由による労働時間延長等）

労基法第33条 災害時における復旧及び復興の事業
労基法第139条

目的 人命・公益の保護のため 社会的要請が強いため

対象
災害その他避けることのできない事由
によって、臨時の必要がある場合
（建設の事業に限らない）

災害時における復旧及び復興の事業
（建設の事業に限る）

手続

事前の許可又は事後の届出

・事業場単位で申請／届出を行う
・許可申請書／届に、時間延長・休日労働を必要とする事
由、期間・延長時間、労働者数を記載する

36協定を届出

・建設事業としての36協定の中で、特別条項として「災害
時における復旧及び復興の事業に従事する場合」につい
て協定する

効果 36協定で定める限度と別に
時間外・休日労働を行わせることができる

36協定で定める範囲内で
時間外・休日労働を行わせることができる

上限規制 適用なし

災害時における復旧及び復興の事業については、
【適用なし】
・時間外労働＋休日労働の合計

単月100時間未満
複数月平均80時間以内

【適用あり】
・年720時間の上限
・月45時間超は６か月の限度

割増賃金 支払必要 支払必要 16



労働基準法第3 3条第1項の適用

17

労基法第33条と労基法第36条は、それぞれ独立した労基法第32条の免罰規定であり、労基法第33条に基づ
き労働基準監督署に許可申請等を行った場合は、36協定で定める限度と別に時間外・休日労働を行わせるこ
とが可能となる。

労働基準法第33条第１項

災害その他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合においては、使用者は、行政官庁の許可
を受けて、その必要の限度において第32条から前条まで若しくは第40条の労働時間を延長し、又は第35条の休日
に労働させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に
遅滞なく届け出なければならない。

① 使用者は、労働者に、休憩時間を除き一週間について４０時間を超えて、労働させてはならない。
② 使用者は、一週間の各日については、労働者に、休憩時間を除き一日について８時間を超えて、
労働させてはならない。

労働基準法第32条



労働基準法第3 3条第1項の許可基準

18

災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の一部改正について
(令和元年6月7日付け基発0607第1号)の概要

労基法第33条第１項は、災害、緊急、不可抗力その他客観的に避けることのできない場合の規定である
からその臨時の必要の限度において厳格に運用すべきものであって、その許可又は事後の承認は、概ね次の
基準によって取り扱うこと。

（１）単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めないこと。

（２）地震、津波、風水害、雪害、爆発、火災等の災害への対応（差し迫った恐れがある場合における事前
の対応を含む。）、急病への対応その他の人命又は公益を保護するための必要は認めること。例えば、災害
その他避けることのできない事由により被害を受けた電気、ガス、水道等のライフラインや安全な道路交通
の早期復旧のための対応、大規模なリコール対応は含まれること。

（３）事業の運営を不可能ならしめるような突発的な機械・設備の故障の修理、保安やシステム障害の復旧は
認めるが、通常予見される部分的な修理、定期的な保安は認めないこと。例えば、サーバーへの攻撃によるシ
ステムダウンへの対応は含まれること。

（４）上記（２）及び（３）の基準については、他の事業場からの協力要請に応じる場合においても、人命又
は公益の確保のために協力要請に応じる場合や協力要請に応じないことで事業運営が不可能となる場合には、
認めること。



労働基準法第3 3条第1項の許可基準
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災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の解釈に当たっての留意点
について(令和元年6月7日付け基監発0607第1号)の概要

１ 許可基準による許可の対象には、災害その他避けることのできない事由に直接対応する場合に加えて、当該
事由に対応するに当たり、必要不可欠に付随する業務を行う場合が含まれる。
具体的には、例えば、事業場の総務部門において、当該事由に対応する労働者の利用に供するための食事や
寝具の準備をする場合や、当該事由の対応のために必要な事業場の体制の構築に対応する場合等が含まれる。

２ 許可基準(２)の「雪害」については、道路交通の確保等人命又は公益を保護するために除雪作業を行う臨時
の必要がある場合が該当する。
具体的には、例えば、安全で円滑な道路交通の確保ができないことにより通常の社会生活の停滞を招くおそ
れがあり、国や地方公共団体等からの要請やあらかじめ定められた条件を満たした場合に除雪を行うこととし
た契約等に基づき除雪作業を行う場合や、人命への危険がある場合に住宅等の除雪を行う場合のほか、降雪に
より交通等の社会生活への重大な影響が予測される状況において、予防的に対応する場合。

３ 許可基準(２)の「ライフライン」には、電話回線やインターネット回線等の通信手段が含まれる。

４ 許可基準に定めた事項はあくまでも例示であり、限定列挙ではなく、これら以外の事案についても「災害そ
の他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合」となることもあり得る。
例えば、許可基準(４)の「他の事業場からの協力要請に応じる場合」について、国や地方公共団体からの要
請も含まれる。そのため、例えば、災害発生時において、国の依頼を受けて避難所避難者へ物資を緊急輸送す
る業務は対象となる。



労働基準法第3 3条第１項と第1 3 9条第１項の関係図（イメージ図）
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災害復旧事業

労基法第139条第１項の対象
（災害における復旧および復興の事業）

（例）緊急的な機能回復がある程度完了した段階で発注さ
れる被災した施設を原形に復旧する工事 など
※労基法第33条第１項の対象とはならない

災害復旧事業のうち、
労基法第33条第１項の対象

除雪作業 家畜伝染病に
係る防疫措置 など

（例）復興事業段階の工事

※労基法第33条第１項の対象とはならない

（例）都道府県等との災害協定・
（例）緊急的な機
能回復のための
災害復旧工事

災害復興事業

● 労基法第139条第１項は災害の復旧・復興に関する工事については事業の段階を問わず適用可能。
● 一方、労基法33条第１項は、災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要があると認め

られる場合に適用できるものであり、災害からの緊急的な機能回復を図るための復旧工事などに限られ
る。

災害復旧事業

防疫協定や契約等に基づく



1. 建設業、自主点検結果

2. 時間外労働の上限規制

3. 労働基準法第33条の届出等

4. 36協定の届出手続等

5. 上限規制の具体的な適用



3 6協定届の様式の区別について

※令和6年4月1日以降（上限規制の適用後）

時間外労働を行わせるか

（提出不要）

NO

YES 時間外労働が月45時間、
年360時間を超えるか

NO

災害復旧工事に従事する
ことがあるか

NO

様式第9号

YES

様式第9号の3の2

※災害復旧工事を除く。

災害復旧工事に従事する
ことがあるか

NO

様式第9号の2

YES

様式第9号の3の3

YES



3 6協定届の記載例（様式第９号）
月4 5時間超の時間外・休日労働が見込まれない場合

24

わかりやすい解説 p.5



3 6協定届の記載例（様式第９号の２）
月4 5時間超の時間外・休日労働が見込まれ、
災害時における復旧及び復興の事業に従事することが見込まれない場合

25

わかりやすい解説 p.6



3 6協定届の記載例（様式第9号の３の２）
月4 5時間超の時間外・休日労働が見込まれず、
災害時における復旧及び復興の事業に従事することが見込まれる場合

26

表面わかりやすい解説 p.7
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3 6協定届の記載例（様式第9号の３の３）
月4 5時間超の時間外・休日労働が見込まれ、
災害時における復旧及び復興の事業に従事することが見込まれる場合

２枚目
表面

わかりやすい解説 p.8
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具体的な上限規制の適用

 ある月に、災害時における復旧及び復興の事業のみに従事した場合、

●単月100時間未満とする規制（労基法第36条第６項第２号）は、当該月について適用を除外。

当該月については、複数月平均80時間以内とする規制（労基法第36条第６項第３号）の算定期間に含めない。

● 36協定の上限（労基法第36条第５項）は適用あり。

【例】９月に災害が発生し、９月に災害の復旧・復興事業で110時間の時間外労働を行った場合

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

40時間 80時間 50時間 40時間 90時間 110時間 90時間 60時間 50時間 40時間 40時間 50時間

災
害
復
旧
・
復
興
事
業

の
み
に
従
事

【違反状況】
●上限規制の違反あり（10月と８月で平均80時間を超えている）
●36協定の上限超えの違反あり（月45時間超８回、年740時間）

２～６か月平均80時間以内の上限規制の算定期間

２～６か月平均80時間以内の上限規制算定期間から除外する。
例えば、12月を起点に複数月平均をとる場合は、
12月、11月、10月、８月、７月の平均をとる。

（平均をとる６か月間から９月を除外。）

２～６か月平均80時間以内の上限規制の算定期間

①災害時における復旧及び復興の事業のみに従事した場合
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※ダメな例です。



上限規制の適用について

【例】９月に災害が発生し、９月に①一般の建設の事業で80時間、②災害時における復旧及び復興の事業で40時間の時間外労働を行った場合

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

40時間 80時間 50時間 40時間 90時間 ①80時間
②40時間 90時間 60時間 50時間 40時間 40時間 50時間

一
般
の
工
事
と
災
害
時
に

お
け
る
復
旧
・
復
興
の

事
業
の
両
方
に
従
事

【違反状況】
●上限規制の違反あり（８月～10月などで平均80時間を超えている）
●36協定の上限超えの違反あり（月45時間超８回、年750時間）

２～６か月平均80時間以内の上限規制の算定期間

●絶対上限規制（複数月平均80時間以下）についての考え方
︓①一般の建設の事業の時間のみで適用する（②災害時における復旧及び復興の事業の時間は適用しない）

複数月平均80時間以内の絶対上限規制の適用に当たっても、

１か月100時間未満の上限規制と同様に、①通常の建設の事業に従事した時間外労働時間のみで考える。

①の時間を２～６か月平均の算定に含める

②一般の建設の事業と災害時における復旧及び復興の事業の両方に従事した場合
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※ダメな例です。



働き方改革の実現に向けて、適正な工期設定にご協力ください

 建設業の働き方改革の実現のため、厚生労働省では、国土交通省と連携して働き方改革ＰＲ動画を通じて
発注者に向けて適正な工期設定を呼びかけている。

 事業者からも、長時間労働や週休２日の確保が難しいような工事を行うことを前提とする、著しく短い工
期での見積もりや請負契約の締結（工期ダンピング）を行わないようにしてください。

働き方改革ＰＲ動画のポイント

建設業では高齢化が進んでおり、建設業労働者のうち、４分
の１以上が60歳以上となっている一方で、29歳以下は１割
程度にとどまっていることから、将来の担い手確保のために
も、若い方が建設業界に入って来やすくなるよう、魅力的な
職場環境作りが必要であること。

著しく短い工期を設定することは、建設業で働く方の長時間
労働の原因となり、休暇がとりづらくなることにつながるこ
とから、工事を発注する時も、また受注するにあたっても、
長時間労働を前提としない、適正な工期で契約を締結するこ
とを心がけていただきたいこと。

例えば、４週８閉所や週休２日制など、工事現場で働く方の
休日数も考慮して工期の設定をお願いしたいこと。

32

適正な工期の設定や見積りにあたり
発注者及び受注者（下請負人を含
む）が考慮すべき事項をまとめた
「工期に関する基準」も令和６年３
月に改定されたため、こちらもご確
認ください。 （工期に関する基準）

（働き方改革ＰＲ動画）
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ご静聴ありがとうございました。

2024年４月からが、働き方改革本番︕

34

労働基準局
広報キャラクター たしかめたん

「働き方改革」は、
「魅力ある職場づくり」の実現による
生産性向上、人手不足解消のチャンス︕

関 係 情 報 は こ ち ら の ウ ェ ブ サ イ ト で 発 信 し て い ま す 。

生 産 性 の 向 上 に 向 け て 、 働 き 方 改 革 推 進 支 援 セ ン タ ー
も 是 非 ご 利 用 く だ さ い ︕

（厚生労働省ウェブサイト） （特設サイト「はたらきかたススメ」）

（働き方改革特設サイト）


